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  相模原市 環境経済局 経済部 産業支援・雇用対策課 
   〒252-5277 相模原市中央区中央2－11－15 
   電話 042-769-9255（直通） ・ FAX 042-754-1064 
 
● 確認書及び認定書の申請窓口・融資実行月次報告書の提出先 
  (公財)相模原市産業振興財団 

   〒252-0239  相模原市中央区中央 3－12－3 相模原商工会館 本館４階 
   電話  042-759-5600 ・ FAX 042-759-5655    
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相模原市では、市内中小企業者に市融資制度を御利用いただくために、パンフレットの作成、市ホームページへ掲

載するなどＰＲに努めております。 
市融資制度を有効に御利用していただくためには、各金融機関の融資申込窓口において、利用者の方へ直接御案内

していただくことが非常に効果的ですので、御理解と御協力のほど、よろしくお願い申し上げます。 
特に、これまで市融資制度を利用されたことのない方には、積極的にＰＲしていただくとともに、利用者にとって

有利な資金の活用を御案内くださいますようお願い申し上げます。 

市融資制度のＰＲのお願い 

１ 相模原市中小企業融資制度・相模原市創業支援融資制度とは            
本市の融資制度は、市内中小企業の健全な発展と振興を目的とし、市が金融機関を通じて中小企

業へ間接的に融資を行うものです。 

このため、年度当初に市融資制度をお取り扱いいただく金融機関と預託契約を締結し、預託金を

原資として、市融資規則に基づいて融資を実行していただく制度となります。 

また、新たな事業の創出を促進するため、平成２６年度から、創業者に対して資金面での支援を

行う創業支援融資制度を設けました。 

 

 

 

 

 

 

２ 融資制度の種類                                
本市では、中小企業者向けの融資制度として、次の２つの融資制度を設けています。 

また、それぞれの融資制度に対して、利子補給制度を設けています。 

 

（１）相模原市中小企業融資制度                              

    資  金︓ 
No. 資金名 
１ 中小企業振興資金 
２ 小企業小口資金 
３ 景気対策特別資金 
４ 景気対策特別小口資金 
５ 経営安定支援資金 
６ 小企業特別資金 
7 災害等対策特別資金 
8 設備導入促進特別資金 
9 ＳＤＧｓ企業振興資金 

    根拠法令︓相模原市中小企業融資規則（平成11年3月29日規則第20号） 

 

（２）相模原市創業支援融資制度                              

    資  金︓創業支援資金 

    根拠法令︓相模原市創業支援融資規則（平成26年3月31日規則第14号） 
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○利子補給制度                                      

市が金融機関に対し市負担率の利子を支払うことで、利用者の利息負担を軽減する補助制

度です。 

融資実行時に利子補給分（市負担利率）を差し引いた利率（利用者負担利率）で融資の実

行をお願いします。各融資の利率は、「相模原市中小企業融資制度のご案内」（パンフレット）

を御確認ください。 

 

※四半期ごとに各金融機関へ利子補給金額を計算した計算書及び申請書・請求書を送付しま

すので、確認後、申請書・請求書を作成し産業支援・雇用対策課へ返送してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○信用保証料補助制度の廃止について                             

令和２年度まで、神奈川県信用保証協会の保証付きで市融資制度を利用された中小企業者

に対し、払込保証料の８０％以内、１０万円を限度に補助する制度を設けていましたが、令

和3年度から廃止しております。 

令和2年度以前に信用保証料補助を受けた方が早期に繰上完済された場合、保証協会から

保証料が返戻されることがありますが、それにより市からの補助金が過払いになる場合があ

ります。 

この場合、補助制度利用者に過払い分を返還していただくことになりますので、速やかに

確認ができるよう、例月の実行報告と併せて繰上完済の報告も必ず行ってください。   

金 

融 

機 

関 

産
業
支
援
・
雇
用
対
策
課 

①利子補給金計算書等の送付（四半期ごと） 

②金額等の確認後、訂正がある場合の連絡 
(完済報告や条件変更の提出漏れ、市登録情報の誤りなど) 

③金額確定後、申請書・請求書を作成し送付 

④（決定通知後）金融機関口座へ振込み 
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３ 融資取扱方法                                 
全体の流れは、資料１「融資制度の流れ（概略）」を御覧ください。 

 

（１）融資対象資格要件の確認                               

事前に、融資対象資格要件（Ｐ．７「４ 融資対象資格要件」を参照）を充足するか確認

してください。 

 

（２）融資残高の確認                                   

資金ごとに限度額の設定がありますので、申込者の市融資利用残高を、（公財）相模原市産

業振興財団（以下「産業振興財団」といいます。）へ確認するとともに、申込者に対しても返

済残高の最終確認を行ってください。（既に他の金融機関で実行があることもあります。） 

【産業振興財団の取扱時間】 

平日午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後1時を除く。） 

 

（３）融資実行                                      

次のとおり書類を準備・作成し、各資金の利用資格、要件、必要な確認書・認定書等を確

認するとともに、利用者の返済能力等の金融審査を適正に行って融資を実行してください。 

 

書類名 備考 

相模原市中小企業融資制度等

融資申込書（融資実行報告） 

 

神奈川県信用保証協会の信用

保証書 

神奈川県信用保証協会の保証を付したとき 

※小企業特別資金又は創業支援資金の場合は必ず準

備 

税務申告確認書類 

 

 全ての資金において、融資実行報告と一緒に提出

してください。 

確定申告に関するe-Taxの受信通知、eLTAXの受付完

了通知、納税証明書、課税証明書など 

融資残高の確認状況 創業支援資金についても、既に他の金融機関で実行

がある場合がありますので、必ず確認してください。 
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（４）毎月の報告【産業振興財団に提出】                          

融資実行、繰上完済等の報告書は、実行した月の翌月１０日（１０日が土・日・祝日の場

合は前営業日）必着で、産業振興財団に提出してください。 

記入漏れや記入誤りのないよう、送付前によく御確認ください。 

【例】４月分の融資報告書等   ⇒ ＜提出期限＞５月10日 

※５月１０日が日曜日のとき ⇒ ＜提出期限＞５月８日 

 

   【産業振興財団への提出書類】 

ア 毎月必ず提出するもの【必須】 

No. 書類名 備考 

１ 相模原市中小企業融資制度

等融資実行月次報告書 

融資実行・繰上完済等の有無にかかわらず、 

必ず提出してください。 

イ 融資実行を行った場合に提出するもの 

No. 書類名 備考 

２ 相模原市中小企業融資制度
等融資申込書（融資実行報
告） 

前月中に融資実行のあったものを御報告くださ
い。 

3 神奈川県信用保証協会の信
用保証書の写し 

神奈川県信用保証協会の保証を付したときは添
付してください。 

4 税務申告確認書類 
 

確定申告に関するe-Taxの受信通知、eLTAXの受
付完了通知、納税証明書、課税証明書など 

5 融資残高の確認状況 原本または写しを添付してください。 

6 その他 設備導入促進特別資金の場合、「一般型」は見積
書など導入する設備の概要が分かるものの写
し、「社会的課題取組型」は認定書又は計画書の
写しを添付してください。 

ウ 市融資制度に基づく融資について、繰上完済・代位弁済が行われた場合に提出するもの 

No. 書類名 備考 

５ 繰上完済等報告書 前月中に繰上完済等された場合に御報告くださ
い。 

※ 報告が遅れると利子補給の金額に影響が生じますので、提出漏れのないようお願いします。 
※ 令和２年度まで交付をしていた市信用保証料補助金の返還請求対象になる場合がありま

すので、利子補給対象外の融資案件（中小企業振興資金による融資案件、条件変更等で対
象外となった融資案件）についても御報告ください。 

※ 上記No.２から５までの書類は、融資案件ごとにクリップで留めて提出してください。  
ホッチキス留めはしないでください。 
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（５）申込書の保存                                    

申込書の「金融機関控」を各金融機関で確認書類（税務申告確認書類、登記事項証明書、

住民票、融資残高の確認状況等）と共に保存してください。 

 

（６）融資条件の変更に伴う申請、届出                           

当初実行の融資条件を変更する場合は、その都度、変更申請書と必要書類（変更契約書の

写し、変更保証書の写し）を添えて、産業支援・雇用対策課に申請をしてください。申請書

は融資制度利用者が記名・押印のうえ提出してください。制度から逸脱する条件変更を実施

する場合は利子補給が停止します（Ｐ．２４〜資料３を参考にしてください）。 

なお、次に掲げる変更については、金融機関からの報告でも構いません（金融機関の印が

必要）。 

ア 所在地、名称（商号等）の変更 

イ 法人の組織変更           

ウ 代表者の変更 

 

※ 法人・個人とも事業所が相模原市から移転された場合は、登記事項証明書の移転日をも

って本制度の対象外となります。なお、相模原市内に事業実態が残る場合は、引き続き本

制度の対象となります。 

 

（７）融資期日の注意事項                                 

融資期日（最終期日）は、資金ごとに設定された融資期間を超過しないよう注意してくだ

さい。期日は応当日以前でなければ認められません。 

 

【例】景気対策特別資金（融資期間︓７年以内）に係る融資期間の設定 

・ 融資期間︓R7.5.1 〜 R14.5.1 … 設定可能 

・ 融資期間︓R7.5.1 〜 R14.5.2 … 設定不可能 

 

 融資実行後であっても、本融資制度に合致しない場合は、受理いたしません。         

 

  

いずれの場合も、登記事項証明書（個人の場合は 

住民票）の写しを添付してください。 
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４ 融資対象資格要件                               

（１）相模原市中小企業融資制度                              

Ａ 共通項目                                     

相模原市中小企業融資制度に基づく融資を受けるには、融資申込日時点において、次の①

から④までの全ての要件を満たす必要があります。 

なお、融資を受けるには、この①から④までの融資要件に加え、資金ごとの利用要件を満

たす必要があります。 

 

① 中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条に規定する中小企業

保険対象業種（神奈川県信用保証協会の保証対象外業種を除く。）となっている事業を

営んでいる中小企業者であること。 

 

② 融資申込みの時点で、市内において事業を営んでいる者又は事業を開始しようとす

る者で当該事業開始の具体的な計画を有する者。 

〈確認方法〉 

○法人の場合 

登記事項証明書（商業・法人登記）、決算書、許認可が必要な業種は許認可書等により

確認してください。 

○個人事業者の場合 

確定申告書、許認可が必要な業種は許認可書等により確認してください。 

    ○新たに事業を開始する場合 

      事業を開始するにあたっての計画書や事業用地の取得状況等により確認してくださ

い。 

 

③ 融資申込みの時点で、確定申告又は住民税の申告を行っていること。 

〈確認方法〉 

確定申告に関するe-Taxの受信通知、eLTAXの受付完了通知、納税証明書等により確認

してください。 

 

④ 行政庁の許認可等を必要とする事業を営む者については、その許認可等を得ている

こと。 
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Ｂ 資金ごとの要件                                   

【１】 中小企業振興資金・小企業小口資金  

市の確認書等を取得する必要はありません。各金融機関でＡの要件等をご確認のうえ、

融資を実行してください。 

なお、小企業小口資金には全国統一の小口零細企業保証を付すことはできません。 

 

【２】 景気対策特別資金・景気対策特別小口資金  

信用保証協会の保証の有無にかかわらず、市が発行する「景気対策特別資金融資対象確

認書」が必要です。確認書が交付されていることを確認してください。 

 

【３】 経営安定支援資金  

次の①又は②が要件となります。 

①中小企業信用保険法第２条第５項（セーフティネット保証制度）の規定に基づく特定

中小企業者であること。 

②取引先である倒産企業等に対し、５０万円以上の売掛金債権等を有すること。又は、

取引依存度を２０％以上有すること。（債権相当額の範囲内が融資限度額です。） 

信用保証協会の保証の有無にかかわらず、市が発行する「中小企業信用保険法第２条第

５項（セーフティーネット保証）の規定に基づく特定中小企業者の認定書」又は「倒産関

連中小企業証明書」が必要です。認定書等が交付されていることを確認してください。 

※ 証明書・認定書は、取引先倒産企業が倒産してから１年以内に申請を行う必要があり

ます。 

 

【４】 小企業特別資金  

市の確認書等を取得する必要はありません。各金融機関でＡの要件等をご確認の上、融

資を実行してください。 

 なお、小企業特別資金には全国統一の小口零細企業保証を必ず付してください。 

◇※ＮＰＯ法人は利用できません（医業を主たる事業とする小規模ＮＰＯ法人を除く）◇ 
 

【５】 災害等対策特別資金  

信用保証協会の保証の有無にかかわらず、中小企業信用保険法第２条第５項第４号（セ

ーフティネット保証４号）若しくは第２条第６項（危機関連保証）の認定書又は市が発行

する「災害等対策特別資金融資対象確認書」が必要です。認定書等が交付されていること

を確認してください。 
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【６】 設備導入促進特別資金  
一般型の場合は、市の確認書等を取得する必要はありません。各金融機関で見積書など

導入する設備の概要が分かるものとＡの要件等をご確認の上、融資を実行してください。 
社会的課題取組型の場合は、地球温暖化対策計画書を策定し市へ提出している、エコア

クション２１の認証を受けている又は先端設備等導入計画の認定を受けていることが必
要です。市に提出した地球温暖化対策計画書に基づき導入する設備であるか、エコアクシ
ョン２１の認証を受けているか、又は、先端設備等導入計画の認定を受けて導入する設備
であるかを確認してください。 

 

【７】 ＳＤＧｓ企業振興資金  
「さがみはらＳＧＤｓビジネス認証制度」の認証を受けていることが必要です。認証書

が交付されていることを確認してください。 
 

（２）相模原市創業支援融資制度                              
融資の対象となる方は、次の①、②、③いずれかの条件を満たし、かつ、④から⑥までの

条件を全て満たす方です。市の確認書等を取得する必要はありません。融資申込書送付（月
次報告）の際、信用保証書の写し等を添付してください。 

◇※ＮＰＯ法人・医療法人は利用できません◇ 

① 現在事業を行っていない開業前の個人で次のいずれかに該当する方 
 ア １か月以内に新たに中小企業者として市内で個人事業を開業予定のもの 
 イ ２か月以内に新たに中小企業者として市内で法人事業を開業予定のもの 
※認定特定創業支援事業の証明を受けた場合は、６か月以内に開業予定のもの 

or 
② 開業時に別の事業を行っていなかった方で、市内で事業を営む次のいずれかに該当す

る方 
ア 事業を開始してから５年を経過していない個人 
イ 会社を設立してから５年を経過していない法人 
ウ アが創業者となり法人成をしたもの（事業開始５年以内） 

or 

③ 分社化による場合で、次のいずれかに該当する方 
ア 分社化し市内で事業を開始する法人 
イ 分社化し５年を経過していない市内で事業を営む法人 

and 

④ 税務申告義務を怠っていないこと。 

⑤ 事業に必要な許認可等を取得していること又は取得が確実である見通しがあること。 

⑥ 神奈川県信用保証協会の創業関連保証又はスタートアップ創出促進保証を付すること。  

認定特定創業支援事業の証明を受けている方の場合は、 

利率がより低利になりますので、ご注意ください。  

一度事業をたたまれて 
再チャレンジする方も 
ご利用いただけます 
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５ 確認書・認定書等                               
融資対象資格要件で、確認書・認定書等が必要な場合は、次のとおり確認書・認定書等の交付を

受けてください。 

 
（１）申請                                        

ア 確認書・認定書等ごとに指定された窓口で申請をしてください。 

イ 景気対策特別資金融資対象確認書、倒産関連中小企業証明書、災害等対策特別資金融資対

象確認書、セーフティネット保証・危機関連保証の認定書は、必要書類が整っていれば金融

機関の代理申請が可能です。 

ウ セーフティネット保証５号認定申請の際は、事前に営んでいる事業の業種を確認し、指定

業種であること（認定要件にあてはまること）及び申請書の様式を確認した上で、申請にお

越しください。 

エ 地球温暖化対策計画書に係る提出様式などの詳細は次のURLからご確認ください。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/100813

9/1008142.html 

オ 先端設備等導入計画認定書に係る申請様式などの詳細は次のURLからご確認ください。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/sangyo/sangyo/1026664/1003291/josei/101455

8.html 

カ さがみはらＳＧＤｓビジネス認証に係る申請様式などの詳細は次のURLからご確認くだ

さい。 

https://sdgs.city.sagamihara.kanagawa.jp/sdgs-business/ 

キ 確認書・認定書等の受け取りについて、郵送を希望する場合は、次のものを持参してくだ

さい（地球温暖化対策計画書・先端設備等導入計画認定書・さがみはらＳＧＤｓビジネス認

証申請書を除く）。 

・ 返信用封筒（宛名記入済み） 

・ 切手（簡易書留分の料金をご負担ください） 

  

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/100813
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/sangyo/sangyo/1026664/1003291/josei/101455
https://sdgs.city.sagamihara.kanagawa.jp/sdgs-business/
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（２）申請に必要な書類等                                 

【登記事項証明書（商業・法人登記）に係る注意点】 
・ 証明書は発行から３か月以内を有効としています。 
・ インターネットで閲覧できる登記簿データを印刷したものは不可です。 

ア 景気対策特別資金・経営安定支援資金に関する確認書等 

申請窓口 産業振興財団 産業支援・雇用対策課 
確認書等 

 
必要書類等 

景気対策特別資金
融資対象確認書 

倒産関連中小企業
証明書 

災害等対策特別資
金融資対象確認書 

各申請書 ● ● ● 
登記事項証明書（商業・法人登記） 
個人の場合は確定申告書（控）の写し ● ● ● 
税務申告確認書類 ● ● ● 
行政庁の許認可が必要な事業を営んでいる
場合の許認可証 ● ● ● 
実印（印鑑登録印）と記名判（お持ちの場合） ● ● ● 
決算書 
（個人の場合は確定申告書） 

最近決算期と ※１ 
過去３年以内   

試算表 最近３か月と 
前年同時期   

取引先が倒産等したことを証する書類  ●  
約束手形・請求書等（取引先の売掛債権額等
を確認できるもの）  ●  
罹災証明書又は罹災届出証明書   ● 

備考  

取引先倒産企業が
倒産してから、１
年以内に申請を行
う 必 要 が あ り ま
す。 

 

※１ 決算期で比較する場合の「最近決算期」とは、決算書が未作成であっても、最近の決算期が到
来していれば、それが「最近決算期」になりますのでご注意ください。 

  

いず 
れか ） 
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イ 中小企業信用保険法第２条第５項（セーフティネット保証）・第６項（危機関連保証）の

認定書 

 
申請窓口 産業支援・雇用対策課 産業振興財団 産業支援・雇用対策課 

認定書 
 
必要書類等 

セーフティネット保
証４号認定書 
危機関連保証認定書 

セーフティネット保
証５号（イ）、７号
認定書 

セーフティネット保
証１〜３号、 
５号（ロ）・(ハ)、
６号、８号認定書 

登記事項証明書（商業・法人登記） 
個人の場合は確定申告書（控）の写
し 

● ● ● 
実印（印鑑登録印）と記名判（お持
ちの場合） ● ● ● 
試算表 最近３か月と 

前年同時期 
最近３か月と 
前年同時期 

最近３か月と 
前年同時期 

売上台帳等売上を確認できる書類 最近３か月と 
前年同時期 

最近３か月と 
前年同時期 

最近３か月と 
前年同時期 

その他必要書類  ●※２ ●※３ 

備考 

認定要件については
市ホームページでお
知らせいたします。 

認定要件や指定業種
については、市ホー
ムページでお知らせ
いたします。 

認定要件については
市ホームページでお
知らせいたします。 

※２ 「原油等価格転嫁困難（ロ）」の場合のみ、最近の３か月分とその前年の同時期の原油又は石油
製品の仕入れ単価及び仕入れ数量の分かる書類が必要です。 

※３ その他必要書類がある場合がありますので、事前に産業支援・雇用対策課へご確認ください。 
※４ 状況によっては、認定要件や必要書類が緩和される場合があります。最新の情報は市ホーム

ページでご確認ください。 
 

（３）受取                                        

 景気対策特別資金融資対象確認書、倒産関連中小企業証明書、災害等対策特別資金融資対象

確認書、セーフティネット保証・危機関連保証の認定書は、申請日の翌営業日の午後１時以降

に、申請を受け付けた窓口で交付します。申請時に受け取った引換書を提示し、確認書・認定

書等をお受け取りください。 

※郵送を希望した場合は、申請日の翌営業日に発送します。 

  

いず 
れか ） いず 

れか ） いず 
れか ） 
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様式記載例 
 
１ 相模原市中小企業融資制度等 
  融資実行月次報告書・・・・・・・・・１４ 
 
２ 相模原市中小企業融資制度等 
  繰上完済等報告書・・・・・・・・・・１５ 
 
３ 相模原市中小企業融資制度等 

融資申込書・・・・・・・・・・・・・１６ 
 
４ 信用保証書・・・・・・・・・・・・・１７ 
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１ 相模原市中小企業融資制度等融資実行月次報告書 
※ 融資実行・繰上完済等の有無にかかわらず、必ず提出してください。 

提出期限︓翌月の10日まで 

提 出 先︓産業振興財団 
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２ 相模原市中小企業融資制度等繰上完済等報告書 
※ 報告が遅れると利子補給の金額に影響が生じますので、提出漏れのないようお願いします。 
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３ 相模原市中小企業融資制度等融資申込書 
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４ 信用保証書 

※ 保証協会利用者のみ 

※ 「相模原市中小企業融資制度申込書」に記入する保証料の金額は、返戻保証料総額を差し

引く前の「保証料総額」となります。 
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５ 委任状 

取扱店とは異なる部署で取りまとめて月次報告・利子補給事務を行い、その部署の長の印で書

類作成をする場合は、委任状を提出してください。 

※委任状は、月次報告用と利子補給用の２種類があります。 

 

  

私は、以下の者を代理人と定め、相模原市中小企業融資規則第１０条第５項及び相模原市

創業融資融資規則第６条第５項に規定する報告に関する一切の権限を委任します。 
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※１ ３－１から３－６までは中小企業振興資金・小企業小口資金・小企業特別資金・設備導入促進特別資金（一般型）・

創業支援資金以外の資金の手続 
※２ 確定申告に関する e-Tax の受信通知、eLTAX の受付完了通知、納税証明書等が該当。 
※３ その他の必要書類は、神奈川県信用保証協会にお問い合わせください。

【信用保証書の発行】 

【信用保証申込み】 

 次の書類を送付 

・ 保証申込書等※３を送付 

・ 融資申込書(信用保証協会提出用)を送付 

   【融資残高確認】 

※１

【融資残高確認(電話)】 

【信用保証】 

⑨の転送 

確認書等引渡し 

３－１の転送 

【業務委託】 【融資申込の相談】 

【融資等の申込】 

以下の書類の提出 

・ 融資申込書(市提出用・信

用保証協会提出用・金融機関

提出用)  

・ 税務申告確認書類※２ 

【月次報告】 

以下の書類の提出 

・ 月次報告書 

・ 融資申込書(市提

出用) 

・ 信用保証書の写

し 

・ 税務申告確認書

類※２ 【融資実行】 

【利子補給】 

３か月ごとに対応(口座振込)   

制度融資の流れ(概略) 

神
奈
川
県 

 
 

信
用
保
証
協
会 

４ 

５ 

11 

７ 

９ 

１ 

10 

３-３ 

３-４ 

資料１ 

２-１ 
２-２ 

取
扱
金
融
機
関 

【確認書等申請】 

引換証交付 

３-１ 

３-２ 

   引換証引渡し 

確認書等引渡し 

(

公
財)

相
模
原
市
産
業
振
興
財
団 

 
 
 

３-６ 

３-５ 

受
付
・
交
付
事
務
等 

 

【信用保証料の支払】 
８ 

相
模
原
市 

申
請
内
容
の
審
査
・ 

 

確
認
書
等
の
発
行 

 

・
保
証
承
諾 

６ 

【返済】    

申
込
者 
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提 出 書 類 等 チ ェ ッ ク リ ス ト 
 
１ 月次報告書等の提出（毎月） 

チェック 

欄 
 No. 書面タイトル 

必要 

部数 

原本 

区分 
備考 

 
  １ 相模原市中小企業融資制度等 

融資実行月次報告書 
１部 原本 毎月必ず提出。 

 

 
  ２ 相模原市中小企業融資制度等 

融資申込書（市あて実行報告書） 

実行

分 原本 書面Ｎｏ．１で、融資実行「有」の

場合のみ提出 

 
  ３ 信用保証書 

保証

付き

実行

分 

写し 
神奈川県信用保証協会の保証付き

で市制度融資を実行した場合に提

出 

 
  ４ 

税務申告確認書類 

（確定申告に関するe-Taxの受

信通知、eLTAX の受付完了通

知、納税証明書等） 

実行

分 写し 全ての資金において提出 

  ５ 融資残高の状況確認書 
実行

分 写し 全ての資金において提出 

 

 
  ６ 相模原市中小企業融資制度等 

繰上完済等報告書 
１部 原本 繰上完済や代位弁済が実行された

場合に提出 

 

 
 

 
  提出期限（翌月の１０日まで）を守っている。 

 
 

 
 

 提出先は、相模原市産業振興財団である。 

（〒２５２－０２３９ 相模原市中央区中央３－１２－３相模原商工会館本館４階） 

 

   

資料２ 
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提 出 書 類 等 チ ェ ッ ク リ ス ト 

 
２ 融資残高確認（電話）  

チェック 

欄 
 
 内容 

 
  

 融資残高を知りたい企業・個人事業主の情報を確認できる書面が手元にある。 

個人事業主： ①氏名、②住所、③電話番号 

法   人： ①企業名、②代表者名、③住所、④電話番号 

 
 

 
  確認先は、（公財）相模原市産業振興財団（０４２－７５９－５６００）である。 

 
   取扱時間内である。 

取扱時間：平日午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後 1 時までを除く。） 

 ※ 融資残高確認の時期によっては、回答する融資残高に、前月に実行した融資の金額が含まれ

ていないことがあります。融資を実行する前に必ず、申込者本人に対しても、制度融資の利用状

況について確認してください。 

 
３ 確認書の申請  

チェック 

欄 
 No. 

書面タイトル 必要 

部数 

原本 

区分 
備考 

 
  １ 相模原市中小企業景気対策特別資

金融資対象確認申請書 
１部 原本  

 
 
 

 
 

２ 

法

人 

登記事項証明書（商業・法人

登記） 
１部 原本  

 
 

個

人 
確定申告書（控） １部 写し  

 
  ３ 

税務申告確認書類 

（確定申告に関するe-Taxの受信

通知、eLTAX の受付完了通知、納

税証明書等） 

１部 写し  

 
  ４ 

最近決算期の決算書と過去 3 年以

内の決算書（個人の場合確定申告

書）又は、前年の同時期の試算表 

１部 写し

可 

「写し可」としているが、

該当部分のみのコピーは

不可 

 
  ５ 行政庁の許認可証等 １部 写し 

行政庁の許認可等が必要

な事業を営んでいる場合

のみ必要。 

 
  ６ 代表者印（実印）及び 

記名判（お持ちの場合） 
１部 －  

 

 
 

 
 

 申請先は、相模原市産業振興財団である。 

（〒２５２－０２３９ 相模原市中央区中央３－１２－３相模原商工会館本館４階） 
 

資料２ 
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提 出 書 類 等 チ ェ ッ ク リ ス ト 

 
４ 認定書（セーフティネット５号（イ））の申請  

チェック 

欄 
 No. 

書面タイトル 必

要 

部

数 

原本 

区分 
備考 

 
 

 

１ 

中小企業信用保険法第２条第５

項 

第５号の規定による認定申請書 

（イー①～④） 

1 部 原本 
認定申請書の様式は利用規

定によって異なるため注

意。 
 

 

 
 

 

２ 

法
人 

登記事項証明書（商業・法

人登記） 

１

部 原本  

 
 

個
人 

確定申告書（控） 
１

部 写し  

 
  ３ 代表者印（実印）及び 

記名判（お持ちの場合） 

１

部 ―  
 

 
  ４ 

最近の 3 か月分とその前年の同

時期の試算表・売上台帳等売上

高が分かるもの 

１

部 ― 売上高比較表は原本。 
それ以外の場合は写し可。 

 

 
 

 
 

 申請先は、相模原市産業振興財団である。 

（〒２５２－０２３９ 相模原市中央区中央３－１２－３相模原商工会館本館４階）  
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提 出 書 類 等 チ ェ ッ ク リ ス ト 

 
５ 融資条件変更の申請  

チェック 

欄 
 No. 書面タイトル 

必要 

部数 

原本 

区分 
備考 

  
 １ 相模原市中小企業融資制度等

融資条件変更申請書 
１部 原本  

  
 ２ 変更契約書 １部 写し  

  
 ３ 変更保証書 １部 写し 

神奈川県信用保証協会の保

証を付している場合に必

要。 

 

 
 

 
 

 提出先は、相模原市産業支援・雇用対策課である。 

（〒２５２－５２７７ 相模原市中央区中央２－１１－１５相模原市役所本庁舎５階）  
 

 
 
６ 代表者・住所等変更の届出  

チェック 

欄 
 No. 書面タイトル 

必要 

部数 

原本 

区分 
備考 

 
  １ 代表者・住所等変更届 １部 原本  

  
 ２ 変更後の登記事項証明書（商業・

法人登記） 
１部 写し可 法人の場合に必要。 

  ３ 変更後の住民票 １部 写し可 個人事業主の場合に必要。 

 

 
 

 
 

 提出先は、相模原市産業支援・雇用対策課である。 

（〒２５２－５２７７ 相模原市中央区中央２－１１－１５相模原市役所本庁舎５階）  
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相模原市中小企業融資制度に係る条件変更の取扱いについて 

 
相模原市中小企業融資制度につきましては、「相模原市中小企業融資規則」の規定に基づいて運

用しています。この規則において、条件変更に関しては以下のとおり定められています。 
【相模原市中小企業融資規則】 

(融資条件の変更) 
第 13 条 市長は、既に実行された融資について特別の事由がある場合は、当該融資を受けて 
いる者の申請に基づき、この規則に定める範囲内で当該融資に係る条件(以下「融資条件」 

という。)の変更を認めることができる。 
2 前項の規定により融資条件の変更の承認を受けようとする者は、相模原市中小企業融資制 
度等融資条件変更申請書に、別に定める書類を添えて財団を経由して市長に提出しなけれ 
ばならない。 

3 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、提出された書類の審査を行うと 
ともに関係機関と協議し、融資条件の変更を承認したときは相模原市中小企業融資制度等 
融資条件変更承認通知書により、変更の申請の却下を決定したときは相模原市中小企業融 
資制度等融資条件変更却下通知書により同項の申請書を提出した者に通知するものとする。 

 
条件変更を行う場合には、特に以下の３点が満たされているか留意する必要があります。 
○融資期間（資金により５年、７年もしくは１０年以内） 
○据置期間（資金により６か月もしくは１年以内） 
○元金均等割賦返済 
 
【条件変更の具体的な取扱い】 
・資 金 名：景気対策特別資金（融資期間７年以内、据置期間１年以内） 
・融 資 金 額：１０，０００千円 
・融資実行日：令和７年４月１日 
・条 件 変 更：令和８年４月 
 
（ケース１） 
 
 
 
 
 
 
 

融資期間、据置期間及び元金均等割賦返済のいずれも制度に合致しているので、引き続き、市融

資制度の対象となります。 

【当初】 

融資期間：５年（６０か月） 

据置期間：なし 

支払方法： 

毎月 末日 １６７千円 

期日 １４７千円 

  （令和１２年３月３１日） 

【変更後】 

融資期間：６年（７２か月） 

据置期間：令和５年４月から１年 

支払方法（変更日以降） 

毎月 末日 １６７千円 

期日 １４７千円 

  （令和１３年３月３１日） 
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（ケース２） 
 
 
 
 
 
 
 

融資期間、据置期間及び元金均等割賦返済のいずれも制度に合致しているので、引き続き、市融

資制度の対象となります。 
 
（ケース３） 
 
 
 
 
 
 
 

元金均等割賦返済ではないため、市融資制度の対象外となります。 

 

（ケース４） 

 

 

 

 

 

 

 

景気対策特別資金の融資期間（７年以内）を超えているため、市制度の対象外となります。 

  

 

 

 

 

 

【当初】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：なし 

支払方法： 

毎月 末日 １２０千円 

期日  ４０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【変更後】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：令和５年４月から１年 

支払方法（変更日以降） 

毎月 末日 １４０千円 

期日  ６０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【当初】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：なし 

支払方法： 

毎月 末日 １２０千円 

期日  ４０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【変更後】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：令和５年４月から１年 

支払方法（変更日以降） 

毎月 末日   １２０千円 

期日 １，４８０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【当初】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：なし 

支払方法： 

毎月 末日 １２０千円 

期日  ４０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【変更後】 

融資期間：８年（９６か月） 

据置期間：令和５年４月から１年 

支払方法（変更日以降） 

毎月 末日 １２０千円 

期日  ４０千円 

  （令和１５年３月３１日） 
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（ケース５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

据置期間の合計（１年６か月）が景気対策特別資金の据置期間（１年以内）を超えているため、

市制度の対象外となります。 

 

（ケース６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元金均等割賦返済ではないため、市融資制度の対象外となります。 

  

【当初】 

融資期間：５年６か月（６６か月） 

据置期間：６か月 

支払方法： 

毎月 末日 １５２千円 

期日 １２０千円 

  （令和１２年９月３０日） 

【変更後】 

融資期間：６年６か月（７８か月） 

据置期間：令和５年４月から１年 

（据置期間の合計が１年６か月） 

支払方法（変更日以降） 

毎月 末日 １５２千円 

期日 １２０千円 

  （令和１３年９月３０日） 

 

【当初】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：なし 

支払方法： 

毎月 末日 １２０千円 

期日  ４０千円 

  （令和１４年３月３１日） 

【変更後】 

融資期間：７年（８４か月） 

据置期間：なし 

支払方法（変更日以降） 

令和８年４月３０日 

～令和９年３月３１日  １０千円 

令和９年４月３０日 

～令和１４年２月２８日 １３８千円 

令和１４年３月３１日   ８２千円 

  （令和１４年３月３１日） 
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【Ｑ＆Ａ】 
Ｑ１ 認定書の指定業種及び業種分類について 

   セーフティネット保証５号の指定業種及び業種分類は、どこに掲載されているか。 

Ａ．セーフティネット保証５号の指定業種については、中小企業庁ホームページを御確認ください。

（四半期ごとに指定業種が変更されますので御注意ください。） 
   https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_5gou.html 
   業種分類については、総務省ホームページに掲載されている「日本標準産業分類」を御確認

ください。 
   http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/index.htm 
 
Ｑ２ 景気対策特別資金及び景気対策特別小口資金の要件について 

   「最近１２か月以内の期間」とはいつか。 

Ａ．確認書申請日の前月から遡って１２か月間を指します。 
例）確認書申請日：令和７年６月２５日 

→ 最近１２か月以内の期間：令和６年６月から令和７年５月まで 
 
Ｑ３ 景気対策特別資金及び景気対策特別小口資金の要件について（確認書） 

    確認申請書の様式では、「最近の売上高」と「過去の売上高」を比較することとなっており、

それぞれ決算上の売上高を記載することが可能となっている。 

    先月（令和７年５月）に決算月を迎えたが、当該決算に係る決算書が完成していないため、

「最近の売上高」として、昨年（令和６年）の決算期の売上高を記載してもよいか。 

   ※ 確認書申請日は令和７年６月２５日とする。 

Ａ．できません。 
  ∵「最近の売上高」として記載することができる『決算』とは、決算書の作成状況に関わらず、

最近の１２か月（令和６年６月から令和７年５月まで）に迎えた決算であるため、昨年（令

和６年）の決算を「最近の売上高」として記載することはできません。 
 
Ｑ４ 税務申告確認書類について 

   どのような書類が税務申告確認書類に該当するか。 

Ａ．税務申告確認書類は、最新の所得税の確定申告又は市町村民税の申告を確認できる書類（写

しでも可）とします。具体的には次の書類が該当しますが、その他、事業者名・事業年度・

証明日又は申告日が分かる文書であれば可とします。 

確定申告に関するe-Tax受信通知、eLTAX受付完了通知、源泉徴収票（創業者）、 
納税証明書（国税又は市税）、課税証明書、未納の税額がないことの証明書 のいずれか 
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Ｑ５ 一括払いと据置期間 

    一括払いの場合、据置期間の上限を考慮しない契約としてよいか。 

Ａ．できない。 
  市融資制度における返済方法は、毎月の元金均等割賦返済であり、一括払い（返済回数が一回）

の場合も例外ではなく、据置期間の上限を超えた場合は、市融資制度対象外の融資となります。 
 
Ｑ６ 業種について 

市融資制度小企業小口・小企業特別資金における利用資格の商業・サービス業とは、具

体的に何が該当するか。 

Ａ．中小企業庁ＨＰの「日本標準産業分類第１３回改訂に伴う中小企業の範囲の取扱いについて」

に準拠しますが、詳細については神奈川県信用保証協会にご確認ください。 
 
Ｑ７ 市外転出について 

市外転出した場合、利子補給が行われる日はいつまでか。 

Ａ．転出した日をもって、利子補給が停止となります。 
  例：４月１日に市外転出 → ４月１日まで補給あり 
 
Ｑ８ 最終償還日に関する利子補給について 

最終償還日が休業日だった場合、いつまで利子補給されるか。 

Ａ．最終償還日で終了です。最終償還日は、「休業日の取扱いを翌営業日」とすることはできません。 
例：最終償還日が４月１０日（土）であり、休業日の取扱いが翌営業日適用の場合 

→利子補給の期間として算出される日は、１２日（月）ではなく、１０日までです。 
 
Ｑ９ 金利について 

既に実行した融資について金利を変更することは可能か。 

Ａ．金利は固定金利としているため変更は不可です。（相模原市中小企業融資規則第１１条及び相

模原市創業支援融資規則第７条） 
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